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日 曜 県協会・建産連・土木施工管理技士会 建災防・建退共 協同組合・火薬協会・保証会社

1 日

2 月 火薬　受験養成講習会（３日まで）

3 火 技士会　技術委員会 職長・安全衛生責任者教育 
（清武　４日まで）

4 水 技士会　監理技術者講習 災防団体連絡協議会（宮崎）

5 木
建設業経理事務士４級特別研修（６日まで） 
各地区建設業協会長と各地区建設業協会青
年部長との意見交換会

フルハーネス型安全帯使用作業特別教育
（清武）

6 金 技士会　技術セミナー（小林）

小型車両系建設機械 
（整地・運搬・積込み用及び掘削用） 
運転の業務に係る特別教育 

（延岡　７日まで）

7 土

8 日 山の日 山の日 山の日

9 月 振替休日 振替休日 振替休日

10 火 職長・安全衛生責任者能力向上教育（清武）

11 水 県協会　常務理事会・県との意見交換会

12 木

13 金

14 土

15 日

16 月

17 火 技士会　技術セミナー（西都） コンクリート造の工作物の解体等作業主任
者技能講習（清武　18日まで）

18 水 技士会　技術セミナー（日向）

19 木 技士会　技術セミナー（高千穂） 足場の組立て等の業務に係る特別教育 
（延岡）

20 金 高所作業車運転技能講習（延岡　21日まで）

21 土

22 日

23 月 技士会　技術セミナー（日南）
全国建設業協会　生産システム委員会（東京）

24 火 技士会　技術セミナー（都城） 木造建築物の組立て等作業主任者技能講習
（清武　25日まで）

25 水 技士会　技術セミナー（宮崎）

26 木 九州建設業協会　土木委員会 斜面の点検者に対する安全教育（延岡）

27 金 九州建設業協会　建築委員会
車両系建設機械 

（整地・運搬・積込み用及び掘削用） 
運転技能講習（延岡　28日まで）

28 土

29 日

30 月

31 火 足場の組立て等作業主任者技能講習 
（延岡　１日まで）
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県協会HP・会員専用サイト
掲載項目案内（前月掲載分）

宮崎県建設業協会員数の推移

会員の異動状況

年 度 H7 H8 H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3

年度当初 862 899 948 957 946 946 923 902 885 844 816 797 759 610 553 524 509 504 505 493 499 495 487 478 476 472 473

入 会 数 38 82 20 11 24 8 7 8 9 4 11 8 1 4 3 6 8 13 4 13 8 1 0 4 3 9 3

退 会 数 1 33 11 22 24 31 28 25 50 32 30 45 150 61 32 21 13 12 16 7 12 9 9 6 7 8 0

年 度 末 899 948 957 946 946 923 902 885 844 816 797 759 610 553 524 509 504 505 493 499 495 487 478 476 472 473 476

※ H8 支部として建築協会加入、H19 建築協会脱退（68 社脱退）、R3 は 7.27 現在
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【ホームページ】
項　　　　　目 所　管 形 式

2021.7.8 付  宮崎県建設業協会　建設キャリアアップシステム認定登録機関の
開設について

宮 崎 県 
建 設 業 協 会 html

2021.7.1 付  宮崎県建設業協会　建設キャリアアップシステム（CCUS）登録
推進事業助成金の案内について

宮 崎 県 
建 設 業 協 会 html

2021.4.1 付   宮崎県建設業協会 ～働き方改革対策に向けた週休２日制度を推
進していきます～

宮 崎 県 
建 設 業 協 会 PDF

【代表者、組織、所在地等】
地 区 名 会　社　名 変更事項 変　更　前 変　更　後
串 間 ㈱ 谷 口 組 代 表 者 谷口　光秀 谷口　大海
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県協会HP・会員専用サイト
掲載項目案内（前月掲載分）

宮崎県建設業協会員数の推移

会員の異動状況

１．九州地方整備局との意見交換会を開催

２．宮崎・延岡河川国道事務所との意見交換会を開催

森下部長挨拶

金納事務所長挨拶

津森部長挨拶

河野委員長挨拶

藤元会長挨拶

意見交換会

　７月12日（月）に宮崎県企業局県電ホールにて、九
州地方整備局との意見交換会が開催され、開会では九
州地方整備局森下企画部長と藤元会長による挨拶が行
われた。
　情報提供では、「宮崎県内直轄事業概要」、「建設業
における最近の話題」、「工事書類の簡素化」等につい
て説明があった。
　意見交換会では、「円滑な事業執行（不調・不落対
策）」、「建設業における完全週休２日に向けた取組」
をテーマとして、「余裕工期の設定」、「不調・不落になっ
た案件での工事評価点でのインセンティブ」、「新３K
を促進するための施策」等についての要望を行った。
　最後に、九州地方整備局津森建政部長の総括で閉会
となった。

　６月30日（水）に宮崎観光ホテルにて、宮崎・延岡
河川国道事務所との意見交換会が開催され、開会では
宮崎河川国道事務所金納事務所長と河野国土交通委員
長による挨拶が行われた。
　情報提供では河川国道事務所より、防災・減災、国
土強靱化のための３か年緊急対策や５か年加速化対策

による「公共事業関係費の推移」や「令和３年度 総合
評価落札方式の主な変更点」等について説明があった。
　意見交換会では、「不調・不落の防止」、「完全週休
２日に向けた取組」をテーマとして、「点在施行の発
注方法」、「ICT施工の活用促進等による生産性の向
上」、「若年者の入職対策」等について要望を行った。

宮崎県建設業協会
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３．令和３年度 第４回常務理事会を開催

　令和３年７月６日（火）14時30分、宮崎県建設会館
２階「委員会室」において樫村事務局長が定足数（13/13
名：会成立）の報告をして開会を宣した。

　議題については次のとおり。

議題１ 県との意見交換会について

　　�　樫村事務局長が資料１に基づき、県との意見交
換会の情報提供及び出席者等について報告した。

議題２ 令和４年度国・県に対する要望について

　　�　樫村事務局長が資料２に基づき、７月14日に公
明党宮崎県本部、30日に自民党県連のヒアリング
に向けた国・県に対する要望事項について報告し、
承認された。

議題３ 令和３年度地域・定例懇談会の�
提案議題について

　　�　樫村事務局長が参考５に基づき、９月末までの
行事について報告し、承認された。

議題４ その他

（１）�令和３年度県の委託事業�
（若年担い手・外国人材）について

　　�　有馬コーディネーターが参考１に基づき、「建
設産業若年入職者確保定着支援事業」、「建設産業
外国人材確保支援事業」の応募及び雇用状況につ
いて報告した。

（２）�国土交通委員会・直轄事務所との�
意見交換会開催結果について

　　�　樫村事務局長が参考２に基づき、６月30日に開
催された宮崎・延岡河川国道事務所との意見交換
会の開催結果について報告した。

（３）�青年部連合会「橋の日」�
ボランティア活動について

　　�　�大谷課長が参考３に基づき、８月４日に青年部
連合会で「橋の日」ボランティア活動を11地区
で行うことについて報告し、承認された。

（４）�清和政策研究会セミナーについて
　　�　藤元会長が参考４に基づき、清和政策研究会セ

ミナーへの対応について報告し、承認された。

（５）�その他
　・�プレキャスト構造物の活用による施工性の向上に

ついて協議した。
　・�建設業協会と青年部連合会との意見交換会の日程

を8月5日で調整した。

議題５ ８月以降の協会行事等について

　　�　樫村事務局長が参考５に基づき、９月14日の常
務理事会及び10月末までの行事について報告し、
承認された。

第４回常務理事会

宮建協
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４．令和３年度 第３回宮崎県県土整備部と 
（一社）宮崎県建設業協会との意見交換会を開催

　令和３年７月６日（火）午後４時、宮崎県建設会館
５階会議室において、樫村事務局等が開会を宣した。
　出席者については下記のとおり。

◇宮崎県県土整備部
　　森次長（道路・河川・港湾担当）
　　管　理　課：�児玉管理課部参事兼管理課長 

赤江課長補佐、一政・宗像主幹、 
川内主任主事、佐澤主事

　　技術企画課：�桑畑課長、和田課長補佐、 
湯浅・岩切・春田主幹、 
森川副主幹、 
相良主任技師、工藤主査、 
西村主任主事

　　河　川　課：�戸田課長補佐、小濱主幹

◇宮崎県公共三部共管
　　工事検査課：�斉藤課長、関・山下専門員

◇宮崎県建設業協会
　　常務理事会：�藤元会長、 

本部・興梠・河野（与）副会長、 
柳橋・河野（義）・長友・池田・津房・
黒木・木村常務理事、

　　事　務　局：�石井専務理事、 
樫村常務理事兼事務局長、 
早瀬土木農林課長、 
大谷総務課長、 
山尾業務係長、 
有馬コーディネーター

【藤元会長挨拶】
　大変忙しい中、ご出席いただき感謝を申し上げる。
静岡県熱海市で７月３日に盛土崩壊による土石流が発
生した。被災された方々にお見舞い申し上げると共に、
お亡くなりになられた方々のご冥福をお祈りする。本
会では、地域の安全と安心を守るために建設産業関連
団体を含めた防災体制作りをしている。県においても
災害時には各地区協会との連携をお願いしたい。
　今年度から青年部連合会による「橋の日」ボランティ
ア活動を予定している。青年部の活動にも益々の理解
と支援をお願いしたい。

【森次長挨拶】
　熱海市で土石流が発生したが、県内でも昨年に椎葉
村で土砂災害が発生している。これからの台風シーズ
ンに向けて、我々と協会の皆さんで協力して被害を最
小限に抑え、作業者の生命も守れるような対策を検討
していきたい。
　新型コロナについては県内では比較的落ち着いてい
る。ワクチンの接種も徐々に進んでいるが、変異株に
は十分注意が必要だと考えている。
　公共事業の発注については、令和２年度補正を含め、
まずまずな件数の発注ができていると考えている。今
後も、残りの補正予算や令和３年度予算の工事が発注
されるが、不調不落が発生しないよう協力をお願いし
たい。
　県の新規事業であるCCUS登録推進事業について
は、登録における費用の一部を助成する制度である。
是非、この事業を活用してCCUSの登録推進ができれ
ばと考えている。本日もよろしくおねがいしたい。

◆県からの情報提供について
　県より、以下の事項に関し説明があった。
《管理課》
建設キャリアアップシステム登録推進事業について
●�宮崎県内のCCUS登録事業者数を増加させることを

目的とした、建設キャリアップシステム登録推進事
業の窓口が開設された。助成対象者は宮崎県内に主
たる営業所を持つ建設業者（許可業者）で、令和３
年６月１日以降に事業者登録をした業者。助成は事
業者登録料の１／２以内、カードリーダー購入費の
１／２以内。

第３回意見交換会

宮建協



6 宮崎県建設業協会機関誌会報 2021. 8

Monthly Association Construction Industry NEWS Monthly Association Construction Industry NEWS

《河川課》
災害復旧事業における変更について
●�災害復旧事業の設計変更は可能であるが、軽微な変

更を除き主務大臣の同意が必要となる。ただし、変
更協議前の事前着手は認められない。今後は、着手
前の３者協議の実施、現場に適した施工歩掛等の見
積対応、プレキャスト基礎ブロック等の２次製品の
積極的利用を進める。

《工事検査課》
中間検査改定に関するアンケート調査について
●�令和２年度中間検査改定に関するアンケートの集計

を行った。アンケート回答数は223件で16％程度で
あった。結果としては、全体的に中間検査に対して
好意的な回答がされている。今年度も引き続きアン
ケート調査を行うため協力をお願いしたい。

◆意見交換会
中間検査改定に関するアンケート調査について
協会→�中間検査の有無による評価点数はどのように変

化しているか教えていただきたい。
県　→現在、分析中でありデータを整理している。

書類簡素化について
協会→�専門員によっては、現在では作成する必要のな

い書類を要求されることがある。必要な書類等
について教えていただきたい。

県　→�評定項目にあるものについては確認を行うこと
になっている。専門員には基準に沿った対応を
行うよう指導している。県としても指導は続け
るが、理解度等に個人差もあるため、コミュニ
ケーションを取りながら対応をお願いしたい。

協会→�精度等の条件は厳守すべきものであるが、書類
簡素化については受発注者双方の技術者の負担
軽減になるようにしていただきたい。

設計及び入札方法について
協会→�設計金額が実情と大きく乖離している場合があ

る。その際に設計変更を依頼したが、災害工事
のため変更ができないと回答された。災害工事
の場合、設計変更は不可能なのか教えていただ
きたい。

県　→�設計変更は可能である。詳細は不明だが、災害
工事を受注する企業がいないため等のやむを得
ないレアケースの可能性がある。

協会→�随意契約等の活用や入札方法についても考えて
いただきたい。

県　→�不調不落が２回以上になった工事の場合は随意
契約となる。それでも受注者がいない場合は、
見積りを取るのが基本となる。受注の状況等を
把握し、発注方法についても見直しを行う。

協会→�地区によっては若手がいない等の事情もある。
働き方改革や新３Ｋ、災害対応等も含めた入札
方法について検討していただきたい。また、一
式工事の単価設定についても考えていただきた
い。

プレキャスト等の活用について
協会→�工期短縮や施工性向上のために、当初設計にお

けるプレキャスト等を積極的に活用していただ
きたい。

県　→�今までは、経済性のみで現場打ちを採用してい
たが、施工性や工期も重要なポイントだと考え
ている。また、現場打ちの場合は水替えに時間
がかかってしまう問題点もあり、環境負荷も大
きい。工事や現場状況もあるため、全ての工事
で２次製品の利用というのは厳しいが、積極的
な活用を進めていきたい。

協会→�生コンや鉄筋、型枠等への影響もあると思うが、
可能な限り施工性を上げられるようにしていた
だきたい。

現場状況について
協会→�受注後にスムーズに工事を進めるために、発注

者で把握している現場の情報は可能な限り教え
ていただきたい。

県　→�現場情報については受発注者間でお互いに共有
することが重要であるため、担当には指導する。
複雑な構造物等については３者（発注者・受注
者・コンサルタント）で協議する仕組みもある
ため活用して欲しい。

宮建協
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５．建設キャリアアップシステム登録推進事業について

宮建協
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６．令和３年度 宮崎県委託事業 
「宮崎県建設産業若年入職者確保・定着支援事業」について

宮建協
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７．令和３年度 宮崎県委託事業 
「建設産業外国人材確保支援事業」について

宮建協
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８．令和３年度 テレビＣＭ放送のご案内
　建設業は、宮崎における基幹産業であるとともに、住民生活や経済活動の基盤 である社会資本整備の担い手として重要
な役割を果たしており、さらに、県民の 安全・安心を守る「地域のまち医者」的な役割も果たしております。しかしながら、
いわゆる「3K」などのマイナスのイメージから、建設産業への若者の入職が進んでいないのが現状であり、人材を確保する
ことが喫緊の課題であります。
　本会においては、学生やその保護者に向けて建設産業の「魅力」を発信し、建設産業の「担い手の確保」「イメージアップ」
を図るため、平成 27 年度からテレビ CM によるPR 広報を行っておりますが、本年度も継続して下記のとおり放映いたします。

 ◆CM展開①（UMK）　～番組提供枠～ 

１．放送期間　	令和３年４月３日（土）から
　　　　　　	 令和４年２月26日（土）まで
２．放送形態　	○30秒CM、下記番組　毎週１回放送
　　　　　　	 ○UMKニュースの放送帯 （毎週土曜17：30～17：56）
　　		  ※特番等により、上記放送日・時間に変更が生じる場合あり
３．放送内容	 シリーズ第１～３部作３本を順次放送
		  ◇第１部「夢を抱いた日」篇
		  ◇第２部「一歩ずつ」篇・「青年隊募集」篇
		  ◇第３部「未来へ」篇

 ◆CM展開②（MRT）　～番組提供枠～ 

１．放送期間　	令和３年４月３日（土）から
　　　　　　	 令和４年２月26日（土）まで
２．放送形態	 ○30秒CM、下記番組　毎週１回放送
　　　　　　	 ○MRTニュースPlusの放送帯（毎週土曜18：50～19：00）　　		    　　
　　　　　　　※特番等により、上記放送日・時間に変更が生じる場合あり
３．放送内容	 シリーズ第１～３部作３本を順次放送
		  ◇第１部「夢を抱いた日」篇
		  ◇第２部「一歩ずつ」篇・「青年隊募集」篇
		  ◇第３部「未来へ」篇

 ◆CM展開③　～シネアドCM広告～ 

１．放送期間　	令和３年10月１日（金）～令和４年３月31日（木）
２．放送形態	 イオンモール宮崎セントラルシネマ 15秒CM
３．放送内容	 タイムラプス撮影による
　　　　　　 橋梁が完成するまでの15秒CM　1ヶ月 約1,350本
		   9スクリーン　年間動員数　約65万人

令和３年度放送日のご案内

「オジギビト」宮崎県建設業協会
イメージキャラクター

YouTube
チャンネル
あります！

宮建協
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９．宮崎県産業開発青年隊オープンキャンパスのお知らせ

宮建協
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１．令和４年３月新規中学校・高等学校卒業者の就職に係る推薦及び
選考開始期日等並びに文書募集開始時期等について

　新規中学校・高等学校卒業者の就職については、種々御協力を賜り厚くお礼申し上げます。
　さて、新規中学校及び高等学校卒業者に対する早期選考の防止については、貴団体を始め各経営者団体等の御協力により、令和２年度
においても適切な取扱いが図られました。
　文部科学省及び厚生労働省においては、今後も、学校教育を充実し、就職希望者の適正かつ主体的な職業選択を確保するとともに、求
人秩序の確立を図るため、令和３年度においても選考開始期日等の完全遵守をお願いする次第であります。
　ついては、貴団体におかれましても、下記の事項に御留意の上、選考開始期日等及び文書募集開始時期等の遵守について、会員事業所
への周知徹底が図られるよう格別の御配慮をお願いします。
　また、新規学校卒業者の採用に当たっては、本人の適性と能力に基づた基準によりこれを行い、定時制課程及び通信制課程の卒業者と
全日制課程の卒業者との間の差別的取扱いや同和問題に係る差別的取扱いが行われないよう、また、雇用の分野における男女の均等な機
会及び接遇の確保等に関する法律（昭和47年法律第113号）の趣旨に沿った採用活動を行うとともに、障害者に対しては格別の配慮がなさ
れるようお願いします。
　さらに、新規中学校・高等学校卒業者に対する事業主の一方的な都合による採用内定取消し及び入職時期の繰下げは、決してあっては
ならない重大な問題です。このため、青少年の雇用機会の確保及び職場への定着に関して事業主、特定地方公共団体、職業紹介事業者等
その他の関係者が適切に対処するための指針（平成27年厚生労働省告示第406号）に沿った適正な募集・採用等が行われますよう、併せて
御配慮をお願いします。
　なお、新規大学等卒業者に係る採用選考が新規中学校卒業者（新規義務教育学校卒業者及び中等教育学校の前期課程修了者を含む。以
下同じ。）及び新規高等学校卒業者（新規中等教育学校卒業者を含む。以下同じ。）に係る採用選考よりも早期に行われているところですが、
それにより、新規中学校卒業者及び新規高等学校卒業者の就職機会に影響が及ばないよう配慮をお願いします。
　新規学卒者をめぐる就職環境は、令和３年３月高等学校卒業予定者の就職内定率（文部科学省調査）は80.4%となっておりますが、地域
差もあることから、引き続き新型コロナウイルス感染症の感染拡大が与える影響により一層注意する必要があります。仮に就職未決定の
まま卒業を迎える者が数多にのぼるとすれば、本人にとって若年期に就職を通じた知識・技能の蓄積が図れず、将来のキャリア形成の支
障となるとともに、我が国の産業や社会を支える人材の育成が図られないなど深刻な問題を引き起こしかねません。将来にわたる日本経
済の競争力・生産性の向上を図るため、こうした取組に御理解いただき、令和４年３月の新規中学校・高等学校卒業予定者のための就職
機会の確保に向けた努力をお願いします。

記

第１　新規中学校・高等学校卒業者の就職に係る推薦及び選考開始期日等
　１　推薦及び選考開始期日並びに採用内定
　（１�）新規中学校卒業者の推薦及び選考開始期日については、令和４年１月１日以降とし、積雪地の関係からやむを得ない事情がある

ときは、次の地域に限り、令和３年12月１日から行っても差し支えないこと。
　　　�北海道、青森県、岩手県、宮城県、秋田県、山形県、福島県、新潟県、富山県、石川県、福井県、長野県（飯山公共職業安定所管

内の地域に限る。）、島根県（松江公共職業安定所隠岐の島出張所管内の地域に限る。）
　　
　（２�）新規高等学校卒業者の推薦開始期日については、推薦文書の到達が令和３年９月５日（沖縄県については令和３年８月30日）

以降となるようにすること。

２文科初第 1695 号 
職発 0210 第 10 号 
開発 0210 第 ３ 号 
令和３年２月 10 日

主要経済団体代表者　殿
文 部 科 学 省 初 等 中 等 教 育 局 長

瀧　　本　　　　　 寛
（ 公 印 省 略 ）

厚 生 労 働 省 職 業 安 定 局 長
田　　中　　誠　　二

（ 公 印 省 略 ）

厚 生 労 働 省 人 材 開 発 統 括 官
小　　林　　洋　　司

（ 公 印 省 略 ）

令和４年３月新規中学校・高等学校卒業者の就職に係る推薦及び 
選考開始期日等並びに文書募集開始時期等について（通知）

雇用改善コーナー
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　（３）新規高等学校卒業者の選考開始期日については、令和３年９月16日以降とすること。
　（４）採用内定の開始については、従前と同様、選考開始と同日以降に行うことができるものであること。

　２　求人申込みの手続等
　（１�）職業安定法（昭和22年法律第141号）第27条又は第33条の２の規定に基づき、新規高等学校卒業者に係る求人申込みを受理する高

等学校（中等教育学校を含む。以下同じ。）に求人申込みを行う場合においては、当面、適正な求人条件の確保、早期推薦・ 選考の
防止及び円滑な労働力需給調整の実施等の見地から、求人申込みを行おうとする事業所は、当該事業所を管轄する公共職業安定所（以
下「安定所」という。）に求人申込書を提出して、選考期日、求人内容等について適正であることの安定所の受理・確認（求人票へ
の受理・確認印の押印）を受けた後、当該求人票により高等学校に求人申込みを行わなければならないこととすること。

　　　�　したがって、この手続によらない求人申込みのあった場合には、高等学校は、生徒の推薦を行わず、安定所の受理・確認印の押
印のある求人票の提示を求め、その提出後、推薦を行うものとすること。

　　　（※）民間職業紹介事業を活用する場合は、この限りではない。

　（２）求人申込みの受理の期日等については、安定所の確認事務の的確な実施等適正な求人の確保を図るため、次のとおりとすること。
　　ア　新規中学校卒業者に係る求人申込みの受理の期日等
　　（ア）安定所における求人申込みの受理は、令和３年６月１日から開始するものとすること。
　　（イ）安定所の他安定所への求人連絡は、令和３年７月１日から開始するものとすること。

　　イ　新規高等学校卒業者に係る求人申込みの受理の期日等
　　（ア）安定所における求人申込みの受理及び確認のための求人票の受付は、令和３年６月１日から開始するものとすること。
　　（イ）安定所が確認した求人票の求人者に対する返戻は、令和３年７月１日から開始するものとすること。
　　（ウ）学校における求人申込みの受理は、令和３年７月１日から開始するものとすること。
　　　　　また、安定所で受理した求人の学校への提示についても、令和３年７月１日からに行うものとすること。

　（３�）求人活動のための学校訪問については、原則として安定所において確認を受けた求人票により学校に求人申込みを行った日以降
に行うこととするが、学校の事前の了解の下に、安定所に求人申込みを行った日以降についても行うことができるものとすること。

　３　就業開始期日
　（１�）新規中学校卒業者の就業開始（実習、研修等を含む。）時期は、労働基準法（昭和22年法律第49号）第56条第１項の規定により

令和４年４月１日以降とすること。

　（２）新規高等学校卒業者の就業開始時期については、卒業後とするよう事業所を指導すること。

　４　選考の通知
　　　�選考後は、採用内定取消しが生じないよう十分配慮しつつ、できる限り速やかに採否を決定し、選考を受けた生徒にその旨を通知

すること。

　５　�民間職業紹介事業者による就職あっせんについては、都道府県高等学校就職問題検討会議（都道府県教育委員会と都道府県労働局
が共同で開催）における申合せ事項を遵守すること。また、民間職業紹介事業者を活用して求人の申込みをする場合、公共職業安
定所を活用する場合と同様に全国高等学校統一応募書類の使用を徹底すること。

　６　生徒や学校の個々の事情に配慮した応募前職場見学及び採用選考活動等について
　　　�　応募前職場見学（※）及び採用選考活動等の実施に当たっては、新型コロナウイルス感染症の感染拡大の状況等を踏まえ、オン

ラインの活用に際して過度な負担が生じないようにするとともに、生徒や学校の個々の事情に配慮すること。
　　　（※�）なお、応募前職場見学は、生徒が事前に職業や職場への理解を深めるために行うものであり、採用選考の場とならないよう

十分留意すること。

第２　新規中学校・高等学校卒業者を対象とする文書募集の取扱い
　１　新規高等学校卒業者を対象とする文書募集の取扱い
　　　新規高等学校卒業者を対象とする文書募集の開始時期は、令和３年７月１日以降とすること。
　　　なお、文書募集を行う場合は、次の条件によることとすること。
　（１）安定所において確認を受けた求人であって、当該求人の求人票記載内容と異なるものでないこと。

　（２）広告等掲載に当たっては、事業所を管轄する安定所名及び求人の求人番号を掲載すること。

　（３）応募の受付は、学校又は安定所を通じて行うこと。
　　　　�また、求人者が文書募集による応募者を受け付ける場合であっても、推薦開始期日、採用選考期日については、上記第１の１（２） 

から（４）までの取扱いと同様とすること。

　２　新規中学校卒業者を対象とする文書募集の取扱い
　　　新規中学校卒業者を対象とする文書募集は行わないこと。

雇用改善
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１．建退共の制度改正について

《制度改正に伴う手続き》

建退共
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２．建退共宮崎県支部取扱状況（５月分）

　　　 共済契約者
（社）

被共済者
（名）

手帳更新
件数（件）

退職金支給状況
掛金収納状況（千円）

件数（件） 金額（円）
４月末計 2,571 30,571

５月分 876 158 149,340,728 前 月 分 49,799
加　　入 3 132
脱　　退 2 177 今年度総累計 1,849 252 244,496,279 当 年 度

累 計 49,799
５月末計 2,572 30,526 （2021年5月） 

建退共
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１．令和３年度 「監理技術者講習」のお知らせ

　技士会の監理技術者講習は、経験豊かな講師に
よる対面式講習会となっており、大変好評を得て
おりますので、ぜひ技士会の講習会をお願い致し
ます。
　また、受講の期限が前回受講から５年後の12月
31日まで有効となりますので、自分の都合の良い
日程で受講する事が可能となります。
　なお、令和３年度の今後の予定は、右記のとお
りです。

２．令和３年度 技術セミナー開催のご案内

　宮崎県土木施工管理技士会では、今年度もCPDS認定講習の技術セミナーを開催します。
　日程につきましては下記のとおりです。ふるってご参加下さい。

日　程 対象地区協会 会　場 日　程 対象地区協会 会　場

８月６日（金） 小林 小林市 ８月23日（月） 日南、串間 日南市

８月17日（火） 西都、高鍋 西都市 ８月24日（火） 都城 都城市

８月18日（水） 日向 日向市 ８月25日（水） 宮崎、東諸 宮崎市

８月19日（木） 延岡、高千穂 高千穂町

　なお、申込みなど詳細については地区協会からの案内をご覧下さい。

３．令和３年度 １級土木施工管理技術「第２次検定」 
受験準備講習会のご案内� 【CPDS認定講習会】

  本年の１級土木施工管理技術「第１次検定」は７月４日（日）に実施されましたので、10月３日（日）の第２次
検定に向けた講習会を次のとおり開催します。昨年度、学科試験のみに合格されている方と、今回の第１次検定に
合格された方が対象になります。

１級　第２次検定講習　（４日間を２回に分けて開催）

日　　程
１回目 　令和３年９月２日（木）～ ９月　３日（金）

２回目 　令和３年９月９日（木）～ ９月１０日（金）

受講金額 　会員：25,000円　・非会員：29,000円（テキスト代は別）

場　　所 宮崎県建設会館　（宮崎市橘通東２丁目９番19号）

問合わせ 宮崎県土木施工管理技士会　（0985-31-4696）

日　　　程 場　　　　所

令和３年　８月　４日（水） 宮崎県建設会館

令和３年　９月２２日（水） 都城建設会館

令和３年１０月　６日（水） 延岡建設会館

令和３年１１月１０日（水） 宮崎県建設会館

※お問い合わせ　宮崎県土木施工管理技士会（TEL 0985-31-4696）

技士会
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４．令和３年度 ２級土木施工管理技術検定 
受験準備講習会「実力テスト」のご案内� 【CPDS認定講習会】

　今年の２級土木施工管理技術検定は10月24日（日）に実施されます。つきましては、２級土木施工管理技士の資
格取得の合格率をアップするため「実力テスト」を次のとおり計画いたしましたので、ご参加いただきますようご
案内申し上げます。

２級　実力テスト　（２日間）

日　程 令和３年９月１６日（木）～ ９月１７日（金）

場　所 宮崎県建設会館　（宮崎市橘通東２丁目９番19号）

問合わせ 宮崎県土木施工管理技士会　　（0985-31-4696）

５．令和３年度 中間検査改定に関する 
アンケート調査へのお願い

　宮崎県工事検査課では、今年度もアンケート調査を実施しており、アンケート調査票の配布・収集を宮崎県土木
施工管理技士会で行っておりますので、ご協力をお願い致します。

１．アンケートの対象
　・環境森林部、農政水産部、県土整備部発注の当初設計金額１千万円以上で完成検査を受検した工事
２．アンケート調査票（エクセル形式）の配布
　　宮崎県土木施工管理技士会のホームページからダウンロードしてください。
　　　　○　新着情報　2021．4．19
３．アンケート調査票の収集
　　宮崎県土木施工管理技士会の事務局へメール送信してください。
　　　　【宮崎県土木施工管理技士会　事務局　メールアドレス】
　　　　　　　　m-gishi@m-gishi.jp
４．提出期限（目安）
　　完成検査受験後、概ね２週間以内を目安に、提出してください。

６．JCM技術論文・技術報告の募集

　（一社）全国土木施工管理技士会連合会では、第26回土木施工管理技術論文・技術報告を募集しています。この
応募で受理されますと、論文15ユニット、報告10ユニットが付与されます。執筆対象者は、１・２級土木施工管
理技士有資格者で、現場代理人、監理技術者等の役職の限定はありません。
　詳しくは、（一社）全国土木施工管理技士会連合会のホームページをご覧下さい。
　また、応募は、JCMホームページにおいてオンラインからご応募ください。期限は令和３年11月30日（火） ま
でとなっております。
　優秀な技術論文・技術報告は表彰されます。最近の表彰履歴は下記のとおりです。
　なお、敬称は略させていただきました。

第25回　　技術報告特別賞　　佐藤　豊明　　日新興業（株）

技士会
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１．立替決済サービス（株）ランドデータバンクのご案内

事業協同組合
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組　合
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組　合
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１．令和３年度 安全衛生に係る宮崎労働局長表彰について

　「安全衛生に係る宮崎労働局長表彰」は、地域の中で安
全衛生成績が高い水準に達し、他の模範と認められる優良
事業場等に対し表彰を行っているもので、その授与式は、
毎年、全国労働安全週間中に行われていますが、本年度は、
７月１日（木）にホテルメリージュで開催され、４事業場
と個人４名が受賞されました。
　建設業関係の受賞者は次のとおりです。

【安全衛生推進賞】
　〇濱田　憲和
　　　建設業労働災害防止協会宮崎県支部延岡分会
　　　安全指導者

２．高電圧送電線近接作業における死亡災害について

建災防
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３．「墜落・転落災害撲滅キャンペーン」の実施について
《令和３年８月１日～９月10日》

　建災防では、死亡災害の約４割を占める墜落・転落災害を減少させるため、災害発生件数が多くなる夏季に重点
期間を設定し、「墜落・転落災害撲滅キャンペーン」を実施します。
　会員事業場におかれましても、墜落・転落災害を防止するため、次の基本的事項の確実な実施をお願いします。
　　・作業床・手すり等の確実な設置
　　・安全帯の使用の徹底
　　・作業開始前の足場の点検の実施
　　・足場の組立て等に従事する作業者に対する特別教育の実施

◎足場の組立等作業主任者技能講習

開　催　日 開　催　場　所

令和３年８月31日（火）～９月１日（水） 延岡建設会館（延岡市愛宕町２－32）

◎足場の組立て等の従事者に係る特別教育

開　催　日 開　催　場　所

令和３年８月19日（木） 延岡建設会館（延岡市愛宕町２－32）

建災防
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４．ずい道等の掘削等作業主任者特例講習について（建災防本部より）
　なお、建災防宮崎県支部では同特例講習は開催しておりません。受講される場合には、本部ホームページをご確
認ください。

建災防
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建災防
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火薬協会
１．火薬類保安責任者等試験の願書受付状況について

　本年９月５日（日）、宮崎市（宮崎県建設技術センター・産業開発青年隊）において実施する令和３年度甲種･乙
種火薬類取扱保安責任者及び丙種火薬類製造保安責任者試験の願書受付状況は次のとおりでした。
　全員の合格をお祈りいたします。

種 別
職 種 甲種取扱責任者 乙種取扱責任者 丙種製造責任者 合　　計

建 設 関 係 13 10 0 23
砕 石 関 係 14 0 0 14
製 造 関 係 20 0 1 21
煙 火 関 係 0 0 0 0
公 務 員 1 2 0 3
学 生 0 0 0 0
そ の 他 38 0 0 38

計 86 12 1 99

受験者の皆さんへ
　○　試験会場は、宮崎県建設技術センターです。
　　　場所は、宮崎市清武町今泉の清武総合支所から約１キロメートルの宮崎県産業開発隊のある場所です。
　○　試験中は、電卓等の計算機類は使用禁止です。
　○　試験会場では、携帯電話の電源を切ってカバン等に入れ保管してください。
　○　施設内の設備や備品等に触れたり、使用したりしないでください。
　○　本館の施設外にある指定された場所以外での喫煙は禁止されております。
　○　試験事務局の携帯電話は、０８０－１７９６－５１９０です。
　　　（宮崎県建設技術センターからの取次ぎはご遠慮ください。）
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１．宮崎県内の公共工事動向（前払い保証分）（６月分）
西日本建設業保証㈱　宮　崎　支　店

Ⅰ．全般の状況	 （単位：件、百万円、％）

年　　度 当　月 累　計
件　数 増減率 請負金額 増減率 件　数 増減率 請負金額 増減率

令和３年度 369 ▲ 1.9 15,022 ▲ 14.3 802 ▲ 1.7 40,361 ▲ 10.8
令和２年度 376 ▲1.8 17,526 45.7 816 ▲ 6.1 45,256 50.1
令和元年度 383 21.6 12,030 5.4 869 21.9 30,150 5.8
平成30年度 315 ▲ 2.5 11,416 7.3 713 ▲ 1.0 28,492 ▲ 10.9

　※増減率 ：前年同月比（以下同じ）

Ⅱ．発注者別の状況� （単位：件、百万円、％）

発 注 者 当　月 累　計
件　数 増減率 請負金額 増減率 件　数 増減率 請負金額 増減率

国 49 36.1 5,524 28.7 114 18.8 12,748 24.4
独立行政法人等 1 ＜ 439 ＜ 4 ▲ 33.3 1,047 135.5

県 129 4.9 4,165 ▲ 41.7 256 6.7 12,536 ▲ 17.8
市町村 187 ▲ 13.8 4,660 ▲ 23.5 420 ▲ 11.4 12,913 ▲ 33.1

その他の公共的団体 3 ＜ 231 ＜ 8 ＜ 1,114 ＜
計 369 ▲ 1.9 15,022 ▲ 14.3 802 ▲ 1.7 40,361 ▲ 10.8

Ⅲ．地区別の状況� （単位：件、百万円、％）

地　　区 当　月 累　計
件　数 増減率 請負金額 増減率 件　数 増減率 請負金額 増減率

宮　 崎 44 ▲ 39.7 2,286 ▲ 59.9 130 ▲ 14.5 7,173 ▲ 23.4
日　 南 35 ▲ 5.4 1,171 ▲ 19.4 70 1.4 4,499 95.9
串　 間 19 18.8 336 ▲ 42.4 39 11.4 1,627 ▲ 32.9
都　 城 51 6.3 5,095 84.3 108 6.9 9,782 30.1
小　 林 32 ▲ 15.8 823 ▲ 42.7 73 1.4 1,704 ▲ 28.5
高　 岡 26 73.3 443 95.8 42 35.5 788 15.1
西　 都 23 ▲ 17.9 634 11.9 53 8.2 2,115 ▲ 61.0
高　 鍋 8 ▲ 55.6 390 ▲ 78.3 28 ▲ 34.9 1,379 ▲ 65.4
日　 向 51 15.9 1,263 6.7 99 ▲ 8.3 4,332 ▲ 5.0
延　 岡 43 126.3 1,998 105.4 92 43.8 5,340 39.9
西 臼 杵 37 ▲ 7.5 578 ▲ 30.9 68 ▲ 26.1 1,617 ▲ 42.1

計 369 ▲ 1.9 15,022 ▲ 14.3 802 ▲ 1.7 40,361 ▲ 10.8

Ⅰ　全　般 （単位：件、百万円、％）

件数 増減率 請負金額 増減率 件数 増減率 請負金額 増減率

令和３年度 369 ▲ 1.9 15,022 ▲ 14.3 802 ▲ 1.7 40,361 ▲ 10.8

令和２年度 376 ▲1.8 17,526 45.7 816 ▲ 6.1 45,256 50.1

令和元年度 383 21.6 12,030 5.4 869 21.9 30,150 5.8

平成30年度 315 ▲ 2.5 11,416 7.3 713 ▲ 1.0 28,492 ▲ 10.9
※増減率 ： 当月は前年同月比、累計は前年同期比 （以下同じ）

Ⅱ　発　注　者　別 （単位：件、百万円、％）

件数 増減率 請負金額 増減率 件数 増減率 請負金額 増減率

国 49 36.1 5,524 28.7 114 18.8 12,748 24.4

独立行政法人等 1 ＜ 439 ＜ 4 ▲ 33.3 1,047 135.5

県 129 4.9 4,165 ▲ 41.7 256 6.7 12,536 ▲ 17.8

市町村 187 ▲ 13.8 4,660 ▲ 23.5 420 ▲ 11.4 12,913 ▲ 33.1

その他 3 ＜ 231 ＜ 8 ＜ 1,114 ＜

計 369 ▲ 1.9 15,022 ▲ 14.3 802 ▲ 1.7 40,361 ▲ 10.8

Ⅲ　地　区　別 （単位：件、百万円、％）

件数 増減率 請負金額 増減率 件数 増減率 請負金額 増減率

宮　 崎 44 ▲ 39.7 2,286 ▲ 59.9 130 ▲ 14.5 7,173 ▲ 23.4

日　 南 35 ▲ 5.4 1,171 ▲ 19.4 70 1.4 4,499 95.9

串　 間 19 18.8 336 ▲ 42.4 39 11.4 1,627 ▲ 32.9

都　 城 51 6.3 5,095 84.3 108 6.9 9,782 30.1

小　 林 32 ▲ 15.8 823 ▲ 42.7 73 1.4 1,704 ▲ 28.5

高　 岡 26 73.3 443 95.8 42 35.5 788 15.1

西　 都 23 ▲ 17.9 634 11.9 53 8.2 2,115 ▲ 61.0

高　 鍋 8 ▲ 55.6 390 ▲ 78.3 28 ▲ 34.9 1,379 ▲ 65.4

日　 向 51 15.9 1,263 6.7 99 ▲ 8.3 4,332 ▲ 5.0

延　 岡 43 126.3 1,998 105.4 92 43.8 5,340 39.9

　西臼杵　 37 ▲ 7.5 578 ▲ 30.9 68 ▲ 26.1 1,617 ▲ 42.1

計 369 ▲ 1.9 15,022 ▲ 14.3 802 ▲ 1.7 40,361 ▲ 10.8

宮宮  崎崎  県県  内内  のの  公公  共共  工工  事事  動動  向向
令令和和33年年66月月

＜　月別請負金額　＞

当　　　月 累　　　計
年  度
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２．中間前払金制度のご案内

保証会社
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建設業情報管理センターからのお知らせ
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（公財）建設業福祉共済団からのお知らせ

 
 
 
 
 
◆「建設共済保険」の他にも次のような事業を行っています。

育育英英奨奨学学事事業業
被災者（死亡および障害・傷病３級以上）の子供に対して、要保育期間および

小学校から大学までの在学期間中、返済不要の奨学金を継続して給付します。

＜＜法法定定外外労労災災補補償償制制度度＞＞

建建設設共共済済保保険険はは労労働働者者とと企企業業ののリリススククををカカババーーししまますす！！
（年間完成工事高契約）

 

労労働働安安全全衛衛生生推推進進事事業業
●安全衛生用品の頒布

●女性専用トイレ導入費用に対する助成

●安全衛生推進者表彰 等

◆◆建建設設共共済済保保険険はは、、建建設設業業界界のの声声をを受受けけてて生生ままれれたた制制度度でですす。。
建設共済保険は、建設業を対象にした法定外労災補償制度の創設を望む建設業界の声を受け、昭和４５年に全国建設業

協会と建設業福祉共済団が特約を結び、建設省 現：国土交通省 及び労働省 現：厚生労働省 の認可を受けてわが国で初め

て創設された制度です。

運営団体の建設業福祉共済団は平成２５年度に公益認定を取得し、公益財団法人としてより一層の労働者の福祉の向上

や建設業の更なる発展等を目指し運営しています。また、当共済団は、各都道府県建設業協会の賛助会員であり、事務委

託契約を結んで建設共済保険の普及促進を行っています。

１１．．加加入入対対象象企企業業
国土交通大臣または都道府県知事の建設業許可を取得している建設業者であれば加入いただけます。

２２．．補補償償のの対対象象ととななるる方方
保険契約者が施工する元請・下請工事現場に就労する、自社および下請会社に雇用される労働者（アルバイト等を含みま

す。）を無記名で補償します。

※保険契約者である事業主 労災保険の特別加入をすることができる方 従業員 人以下の場合 ）も補償対象となります。

※役員、事務職員等の方は追加加入いただけます。詳しくはお問い合わせください。

３３．．保保険険金金ををおお支支払払いいすするる場場合合
労災保険法に定める業務上または通勤途上の災害により、死亡、障害の１級から７級、または傷病の１級から３級に該当し

た場合です。
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【企業が負担する諸費用の補償】
慰謝料、原因調査費、訴訟関係費、安全教育費

現場停止・指名停止期間の人件費 等

（入院・通院、休業補償、葬祭料等、被災者への追加補

償に充てていただくこともできます。）

【被災者の上乗せ補償】

死亡、障害１～７級、傷病１～３級

  

【被災者の補償】
死亡、障害１～１４級、傷病１～３級

療養 入院、通院 、休業補償、葬祭料 等

諸諸費費用用補補償償 企企業業防防衛衛

被被災災者者補補償償 労労働働者者福福祉祉

国国のの労労災災保保険険にによよるる補補償償

【【建建設設共共済済保保険険のの特特長長】】

①建設業における自主的な共済保険で掛金が安い

②災害発生時に企業が負担する諸費用も補償

③同一事故で多数被災した場合でも補償額の上限なし

④元請・下請を問わず無記名で補償

⑤代表者 保険契約者 も補償 従業員 人以下の場合

⑥経営事項審査において１５点の加点

【【年年間間掛掛金金のの目目安安】】
保険金区分合計 万円

（被災者補償保険金 万円）

（諸費用補償保険金 万円） の場合

完工高 土木一式工事 建築一式工事

億円 円 円

億円 円 円

億円 円 円

億円 円 円

億円 円 円

保険金区分合計を 万円、 万円、 万円とする

場合は、それぞれ上記掛金の 倍、 倍、 倍となります。

詳しい情報、掛金試算などのお問い合わせは 取扱機関

公公益益財財団団法法人人 建建設設業業福福祉祉共共済済団団 一一般般社社団団法法人人 宮宮崎崎県県建建設設業業協協会会
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 URL:http://www.kyousaidan.or.jp/   建設共済保険 検索
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